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研究成果の概要（和文）：わが国の医療保険の特徴の一つとして、医療機関を自由に選べるフリーアクセスが挙
げられる。また、二次と三次医療圏は、医療法に基き市町村の行政区域を基本的な単位として定められ施策展開
の体制が整えられている。他方、人口減少、高齢化の進展等に伴い現行医療制度の安定的、持続的な医療サービ
スの持続可能性が懸念されている。
　本研究においては、主としてNDBデータを活用して、北海道の21の二次医療圏と6の三次医療圏が、将来人口の
構造的変化等の悪影響を、最小化可能な医療圏設定方法を検討し、人口減少が進んだ地域でも、受療者の地理的
位置を固定し、医療圏数を未知数化し、合理的な圏域設定のモデルを構築した。

研究成果の概要（英文）：One of the characteristics of Japan’s Medical Insurance System is “free 
access” where one can choose whichever hospital(s) and/or clinic(s) to seek care. In Japan, 
Secondary and Tertiary Regional Medical Care Zones (RMCZs) have been designated based on the Medical
 Care Law; each RMCZ is comprised of municipalities. Because the population has been decreasing and 
aging since around early 2000’s, a concern has been raised on the sustainability of medical 
services in the current medical insurance system. In this study, by mainly using the data from the 
National Database (NDB) of medical invoices to insurers, we have explored ways to determine RMCZs 
that can minimize the influence of anticipated changes in population. We have created a model for 
determining RMCZ whereby the number of RMCZs are determined rationally, regardless of where the 
insured reside. In this model, we assumed that the residents in the studied areas do not change 
their places of residence.

研究分野： 医療経済

キーワード： 医療圏　NDB　レセプトデータ　人口の構造的変化　地域医療サービス
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研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国は人口減少、高齢化が急速に進展しており21世紀は恒常的な人口減少の世紀とも予想されている。医療資
源の効率的な配分によって、地域社会の構造的な変化に対応した医療サービスの在り方が、緊要な課題であるこ
とに着目し人口密度の希薄な北海道の二次と三次医療圏を対象に人口減少、疾病構造、医療費等の変化を吟味の
上、住民の居住地と医療機関との距離的差異の最小化を主眼とする手法で医療圏設定のモデル化を図った。
圏域の中心地と受療者の居住地の相互間を時間距離と人口密度を勘案した数値情報中心にした圏域設定の考え方
であり社会の構造的変化に柔軟に対応可能な手法として今後、政策展開の際、参考にされることが期待される。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 

 我が国の 21 世紀は、人口の減少や高齢化が急速に進むと予想されており、人口密度の希

薄な北海道において、社会構造の変化とともに、疾病構造の変化がもたらす影響が懸念さ

れている。均霑な医療サービス提供の可能な体制を次世代に持続的、安定的な姿として引

き継ぐことの重要性と今後の医療圏設定の在り方に関心が高まってきている。 

北海道は、21 の二次医療圏と 6 の三次医療圏が設定されているが、将来人口の推計値(社

会人口問題研究所)によると、179 市町村の人口減少は一層進み、人口希薄地域が一層広が

ることが予測されている。 

こうした、現状を先ず、道内中核都市の 6 市とその周辺の 3 町村の医療サービスの実態

について、当該市町村から入手したレセプトデータの解析を行い、次に厚生労働省から

「NDB」の提供を受けて、研究対象地域を北海道全域に拡大した上で、医療圏設定の諸条

件の設定と人口減少等による、影響の最小化策の研究調査に着手した。 

２． 研究の目的 

 21 世紀央に向けて人口減少は、急速に進み、日本の高齢化の進展は世界に類のない速さ

であると予測されている。限られた医療資源の効率的な配分によって、医療サービスを受

ける機会に格差のない地域社会の姿として 22 世紀への橋渡しとなる医療提供体制を形成

する基本的要件を明らかにした上で、持続的な医療サービス基盤の確立に資する基本的な

在り方を明らかにすることを目的とする。 

３． 研究の方法 

(1.) レセプト情報を用いた将来予測 

 厚生労働省から被保険者の全員のレセプトデータ「NDB」につき 2011 年～2015 年

の 5 ヵ年分の提供を受けた｡これらのうち、人口の約 4 割を占める、国民健康保険(以

下国保」)と後期高齢者医療制度(以下「後期」)の被保険者のレセプトデータを分析対

象として、医療圏の実態把握と人口の変動要因をベースに、医療圏の姿が、流動的で、

地域医療サービスに柔軟かつ、合理的な対応可能な変動モデルを導くという基本的考

え方の基に整理し現行医療圏の実態との適合性を見極めつつ、動態モデルの最適化を

試みた。先ず、基本となる人口動態の将来推計値(各市町村別 2045 年までの推計(社会

保障人口問題研究所平成 30 年推計))を用いて、高齢化率、疾病構造の変化等を予測し、

医療費の推計の基礎を整えた。 

(2.) アンケートによる選好性の把握 

 北海道内に居住し、現に人工透析治療を受けている受診(療)者を対象にしたアンケー

ト調査により、受診(療)者の医療機関を選択する際の主観的要因の把握を行った。約

2000 人に調査票を配布し、無記名方式、郵送による直接回収(回収率は約 66%)により

解析を行った。 

(3.) 医療圏設定に係る手法の検討 



 人口減少のもたらす影響を把握するに当たり、受診(療)者は、医療サービスを居住

地に属する医療圏内(以下「圏内」)を選好し、医療圏外(以下「圏外)で受診(療)するこ

とは、選好しないというアクセシビリティを重視するとの仮定のもとに、次の A.B.C.

の 3手法を併用する方法で、医療圏の中心都市を見出し、医療圏の構成する区域(市町

村)を検討するためのモデル化を図った。医療圏の現状の把握と再検討するにあたって

は、圏域を行政機関の区域を単位としつつ、二次医療圏数は、現状の二次医療圏数 21

を初期値として設定し、合理的な医療圏の最適化を探るため、繰り返し作業を行い最

適な圏域の姿を見出す手法を検討した。 

A.二次医療圏外医療費・受診者数を減少させる医療圏のヒューリスティックな修正 

 NDB レセプトのうち国保・後期の全レセプトから 2011～2015 の 5 年分の受診者居住

市町村と受診先市町村がわかるものを抽出し集計した。この結果を基に現在の二次医

療圏外で受診した医療費・受診者を圏外医療費・圏外受診者とした。 

 圏外医療費・圏外受診者を減らすような二次医療圏設定を考え、新たな圏外医療費・

圏外受診者を算出した。また、この際の手法として、現在の２１ある二次医療圏の数

を変えないこととし、また現在の二次医療圏の最大(中心)都市の維持、飛び地が存在

するような二次医療圏にはしないという条件のもとに設定した。 

B.地理情報システムを用いた人口と距離との積の最適医療圏設定 

 2010 年の北海道人口分布を基に地理情報システムによる医療圏設定を試みた。ここ

では人口に距離を乗じた積の総和が最小となる拠点を探索することで最適な圏域の設

定と定義した。また１７９市町村の中心地に市町村内の全人口が集中しているパター

ンと人口分布データの 500 メートルメッシュに人口が分散しているパターンに分けて

需要地点として、１７９の市町村の中心地を拠点と定義し、需要地点の人口と拠点ま

での距離の積の総和が最小となる６拠点を探索した。得られた拠点から医療圏を想定

した領域に分割した。また、人口ではなく、医療費を重みとした最適な医療圏設定の

思索のため、NDB のレセプト情報より各市町村の医療費を集計し、①の人口を医療費に

置き換えて２１拠点の探索を行った。 

C.プログラムによる最適な医療圏設定の試み 

 A.の医療圏設定は現在の医療圏に追従する形となるが、より最適な形は別に存在す

る可能性がある。そこで、モンテカルロ法を利用したプログラムによって最適な医療

圏設定を探索することを試みた。最適条件は、A.と同じく、圏外医療費が最小となる

場合、圏外受診者数が最小となる場合とするが、医療圏分割数が少ない方がそれぞれ

の値が小さくなることは必然なため、医療圏の分割数は初期値として与えることとし

た。また、医療圏としてはそれぞれの医療圏のサイズに大きな相違が発生する、飛び

地が存在するなどの不自然な区分けは妥当性を欠くと考え、こうらした点に留意して

プログラムを作成した。 

 



４． 研究成果        

(1)レセプト情報を用いた将来予測 

北海道の将来人口予測(社会問題人口研究所の推計)によると、21 世紀央まで、減少し

続け６５歳以上の高齢者人口の割合が増加し、医療費は増加すると予測された。 

(2)アンケートによる選好性の把握 

 選好性について、現在通院している透析医療施設を選んだ際のきっかけについて尋

ねたところ、重要視した項目では「かかりつけ医との相談」(以下「医師と相談」)が

53％、「時間的、経済的負担」(以下「アクセス重視」)は 28％「インターネット・その

他及び無回答」が 19%であった。) 

 現在通院している医療機関より通いやすい医療機関の存在の有無を尋ねたところ、

「存在しない」割合は「アクセス重視」の回答者の中で 45％「医師と相談」では 33％

であった。前者の方が選択後の地域の環境等の状況変化に戸惑いの様子が少ないと見

受けられた。選好性に関して、北海道においては、「アクセス重視」を基に、精神的、

経済的負担感の軽減と共に利便性に関心が高く、特に人口密度の希薄な地域における

医療機関の選好性は、疾病の如何を問わず同様な傾向にあると推量された。 

(3)医療圏設定に係る手法の検討 

A.の結果 

 現行の二次医療圏設定による圏外受診(療)者は、5 年間で約 59 万 5 千人だが、新た

な設定方法によった場合は約 58 万 6 千人 10%減少し、また圏外医療費では約 4,890

億円から約 4,650 億円約５%縮小することとなった。この方法によって得られた圏域

数は 21 圏域が算出され、ほぼ、現状の姿に、近似した圏域の範囲と中心地が求め

られた。これは、人口と受診(療)者数をベースにした試算結果であることから、両

者の値が将来、変動した場合の医療圏創出する場合の信頼できる適用方法の一つ

であると考えられる。 

B.の結果 

 可住地要素を吟味する方法として 500ｍメッシュ(２０１０年国調・単位区制度)を用

いて試算した。受診(療)者は人口に比例配分化されたものと仮定して、距離と患者の積

の総和が最小となる医療圏とその中核都市を選定した。位置的にも表れたものと推量

されることから、GIS を用いた将来の医療圏創出の適用方法として有力なものと、解

された。人口を 500 メートルメッシュに分布させたものでは道東・道北にかけての医

療圏の分割に大きな違いが生じた。人口分布は後者の方がより現況を反映しているも

のと見做されることから住民の移動距離を考えた最適な分割に近い可能性がある。ま

た、人口ではなく医療費を重みとして医療費×距離が最適となる分割をした場合、道

北道東には大きな差が生じなかったが、道央から道南にかけて現在の二次医療圏の設

定と大きな差異が生じた。特に道南部における二次医療圏が大きく減少し、道央の二

次医療圏が増加するという結果が得られた。 



C. の最適化のプログラムを利用する方法⇒レセプトデータの情報を基に、居住する市

町村から、他の市町村に所在する医療機関で、受診した際の受診者数・医療費を最小と

なるように二次医療圏を創出する方法適用に当たっては、二次医療圏はいわゆる飛び地

現象が起きないようにする、医療圏の市町村数に大きな差を作らない等の条件設定によ

るプログラムを作成しランダムに抽出する方法で試行を繰り返す方法で解を求めた。

2011 年からの 5 ヵ年間の 21 二次医療圏における圏外受診は約 59.5 万人であった。こ

の数の最小化しうる圏域数を最大 30 とした場合の、二次医療圏数を N 圏とした場合、

の最適な医療圏数を求めたところ、16 圏域と算定され、中心地及び構成市町村名の明確

化ができた。この方法は、条件設定に柔軟性を持たせられる優位性があることから、需

要的な側面の将来の人口や疾病構造の変化を織り込みつつ、供給体制、医療資源の適正

配置を検討する上で有用な方法の一つであると考えられる。 

(4)まとめと考察 

 

 医療圏の現状についてレセプトデータから、紐解いたものであるが、受診(療)者行動は現

状を示す内容にほぼ、近似していることを明らかにすることができた。また、医療機関への

アクセス重視の観点から GIS を用いた医療機関の位置と受診(療)者の住居地から導くとい

う手法を取り入れ、医療圏域の中心地と医療圏の範囲の区分の合理性を重視した。圏外受

診の最小化は、受診(療)者の負担軽減を図ることを意図したものであり、医療圏創出方法に、

明示的に取り入れた。 

これらの視点は医療圏設定の際の基本的な考え方とされている地理的条件等の自然的条件

や社会的条件、交通ネットワークの状況等を考慮し医療提供の相当性ある単位であるかに

つき重視していることを今回の検討した 3 手法の内容に織り込み、妥当性を探求したもの

である。 しかし、国内外の情勢変化は著しく将来予測は困難であることを踏まえ、次世代

へ引き継ぐ医療圏の姿としては、地域医療サービスの需要と供給のバランスの維持が期待

されるような医療の連携と分化による医療資源が効率的に機能し得る医療圏の創出の重要

性が示唆された。 
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